
後段対応区分

第５条 津波 ○ ○ ○ ○ ○ その１０ 例

※1 ②

※2 ②

※2 ②

〇 〇 〇 〇 ※ 〇
その２～６，

１１，１３
① ※S,B,Cクラス機器が対象

②
許可書添八別冊3「1.2.3 地震
力の算定法」に記載の通り

〇 〇 〇 〇 ※ 〇 その１１，１３ ① ※Sクラス機器が対象

〇 〇 〇 〇 ※ 〇
その２～６，

１３
①② ※B,Cクラス機器が対象

〇 〇 〇 〇 ※ 〇
その２～５，１

３
① ※B,Cクラス機器が対象

②
JRR-3の周辺には地震により
崩壊を起こすような斜面はない
ことを確認済み

第５条 津波 〇 〇 〇 〇 3 〇 その１０ ①

洪水・降水 考慮不要 ―

風(台風）対策 考慮不要 ―

竜巻対策
Ｆ１＋随伴事象の発生を考慮しても安全機
能を損なわない設計

〇 〇 〇 〇 〇 ※ 〇 その１３ 〇 ①

※安全機能を有する施設を内
包する建物が対象

影響を及ぼすおそれがある場
合には原子炉を停止する

最低気温から適切な余裕を考慮して設計
する。

②

必要に応じて凍結防止対策を行う。 ②

積雪対策 考慮不要 ―

落雷対策
原子炉建家、原子炉制御棟等の関連建家
には、避雷針を設ける。

〇 〇 〇 326 その４、１３ ①
制御棟避雷針はその１３にて
申請する

地滑り 考慮不要 ―

降下火砕物の層厚は極微量であり、影響
を受けるおそれはない。

― 考慮不要

万一の降灰に備え、必要な対策（原子炉
停止、火山灰除去）を行う。

〇 〇 〇 ②
保安規定に従い原子炉停止及
び除灰を行う

生物学的事象
換気系への枯葉混入等の影響を考慮して
も、安全機能を行わない設計とする。

〇 ②

＃６の炉室給気系空気調和器
の構造図にフィルタが設置され
ていることが示されており既設
設備で満足するため、新たな
対応は不要

森林火災が迫った場合でも、安全機能を
損なうおそれがないように設計する。

〇 〇 〇 〇 351 〇 その１３ ①

施設周辺の草木の管理その他必要に応じ
た対策を講じる。

〇 〇 ②
保安規定に従い草木の管理を
行う

建家外に消火栓等の消火設備を設置す
る。

〇 〇 〇 〇 344 その１３ ①
評価上機能を期待しないが、
許可書添八別冊3の記載に基
づき、申請する

ばい煙に対して、外部から制御室への進
入を防止できる設計とする。

〇 〇 〇 170 その１３ ①
既設設備として設置されている
空調設備について申請する

自然現象の組合せを想定した場合でも、
安全機能を損なうおそれがない設計とす
る。

〇 〇 〇 〇 351 〇 その１３ ①

必要に応じて影響軽減のための対策を講
じる。

② 考慮不要

飛来物（航空機落下等） 考慮不要 ―

ダムの崩壊 考慮不要 ―

爆発対策
所内に重油タンク、ＬＮＧタンク等を設置す
る場合は、安全施設の安全機能への影響
を考慮して設置する。

〇 〇 〇 〇 351 〇 その１３ ①

近隣工場の火災への対策
安全施設の安全機能に影響を与えるおそ
れがあるときは、必要に応じて防護対策を
とる。

〇 〇 〇 〇 351 〇 その１３ ①

航空機落下による火災
安全機能に影響がないことを評価し、必要
に応じて対策を講じる。

〇 〇 〇 〇 351 〇 その１３ ①

有毒ガス
必要に応じて、原子炉を停止し運転員は
退避する。

〇 〇 ②

設工認その７で安全避難通路
を申請するため、必要に応じて
避難可能である。また、異常時
に原子炉を停止させ、避難す
ることを保安規定等に定める。

船舶の衝突 考慮不要 ―

電磁的障害対策
電磁干渉や無線電波干渉等により安全施
設の安全機能を損なうおそれがないよう電
磁波の侵入を防止する設計とする。

②

既設設備の設計で満足する
（安全保護系の回路は金属製
の筐体に収納されている）た
め、新たな対応は不要

② 核物質防護規定で対応済み

② 核物質防護規定で対応済み

② 核物質防護規定で対応済み

② 核物質防護規定で対応済み

パッキンの挿入、堰の設置等による漏えい
防止、過電流保護装置等を備えた設計

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

発火性物質及び引火性物質の持込みを管
理する。

〇 〇 〇 ②
可燃物等の持ち込みの管理を
保安規定に定める

原子炉建家、原子炉制御棟等の関連建家
には、避雷針を設ける。

〇 〇 〇 326 その４、１３ ①

火災の検知及び消火 火災感知器及び消火設備を設ける。 〇 〇 〇 329~
332

その７，９ ①

　　　　　　　　凡例 考慮不用

新規設工認申請

※1：JRR-3原子炉施設に属す
る施設が施設されている地盤
が対象

※2：Sクラスの機器・配管系及
びそれらを支持する建物・構築
物（耐震重要施設）が設置され
る地盤が対象

許可書添六「3.6　JRR-3原子
炉施設の基礎地盤及び周辺斜
面の安定性」で評価済み

第８条 火災による損傷の防止
火災の発生防止

第７条 不法侵入対策

安全施設を含む区域を設定し、区域への出入管理が適切に行える設計
とする。

研究所敷地内への入構管理を適切に行う。

炉の運転及び制御に直接使用するコンピュータ類は外部と切断して使用
する。

コンピュータ類を使用する場合は、保守等においてコンピュータウイルス
の混入などに留意する。

使用済燃料貯蔵施設（北地区）について、Ｌ２津波により浸水しても保管
孔内のステンレス製密封容器により海水の侵入を防止する設計とする。

第６条

外部事象対策
(自然現象）

凍結対策

火山対策

森林火災対策

自然現象の組合せ

外部事象対策
(人為事象）

第４条 地震

耐震重要度分類に従い、Ｓクラス、Ｂクラス又はＣクラスに分類し、当該
分類に応じた耐震設計を行う。

原子炉施設に適用する設計用地震力は、「1.2.3 地震力の算定法」に示
す方法により算定する。

(1) Ｓクラスの施設は、基準地震動による地震力に対してその安全機能
が保持できるように設計する。また、Ｓクラスの施設は、必要に応じて弾
性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれかの地震力に
対して、おおむね弾性範囲にとどまる設計とする。

(2) Ｂクラス及びＣクラスの施設は、静的地震力に対しておおむね弾性範
囲にとどまる設計とする。また、Ｂクラスの施設のうち、共振のおそれの
ある施設については、必要に応じてその影響についての検討を行う。

(3) Ｓクラスの施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属するものの
波及的影響によって、その安全機能を損なわないように設計する。

Ｓクラスに属する施設を有する原子炉施設の周辺斜面は、基準地震動に
よる地震力に対して、施設の安全機能に重大な影響を与えるような崩壊
を起こすおそれがないものとする。

設

備

機

器

運

用

に

よ

る

対

応

第３条 地盤

耐震重要度に応じて算定する地震力が作用した場合においても、施設を
十分に支持することができる地盤に設ける。

Ｓクラスに属する施設を有する原子炉施設は、地震発生に伴う地殻変動
によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構
築物間の不等沈下、液状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状に
より、その安全機能が損なわれるおそれがない地盤に設置する。

Ｓクラスに属する施設を有する原子炉施設は、将来活動する可能性のあ
る断層等の露頭がないことを確認した地盤に設置する。

評

価

等

に

よ

る

確

認
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要
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具体的な設計

申

請

回

設

備

機

器
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令和2年1月27日

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力科学研究所

※R1.10.21審査会合資料からの変更点を下線で示す。

備考

保

安

規

定

下

部

規

定

へ

①　新規要求（設工規則）で新規設工認必要
②　新規要求（設工規則）だが新規設工認不
用（許可、既往設工認、保安規定で対応可）
③　要求変更（設工規則）なし既往設工認で確
認または保安規定で対応
④　要求変更（設工規則）なしだが許可方針に
従い新規設工認必要

保

安

規

定

評

価

旧設置許可申請書（添八方針
2）から変更なし

JRR-3　許可基準規則への対応と後段規制の関係
設置変更許可申請 設工認申請 保安規定

後

段

で

の

対

応

許可申請書での説明

No.

設計、説明



後段対応区分

第５条 津波 ○ ○ ○ ○ ○ その１０ 例防護対象設備を構成する機器及びケーブ
ルは、不燃性及び難燃性材料を使用し、
系統の異なるケーブルはケーブルトレイ、
電線管等により物理的分離を考慮した設
計とする。

〇 〇 〇
352
355

その１０、
その１３

②　④
内部火災に対し護るべき安全機能が確保さ
れていることをその１３にて申請する

原子炉建家地階は、コンクリート壁及び
鋼製の扉により分離した設計とする。

236 ＃２ ②
＃２に原子炉建家地階の構造が示されて
おり、新たな対応は不要

火災発生を確認したときは、原子炉を停
止する。

〇 〇 ②

消火設備の配管及び水槽は専用とする。 ○ ○ ○ 330 その７ ④
既設設備の設計で満足することをその７に
て申請する

消火設備の破損等による多量の放水事
象が発生しても、制御棒挿入操作に影響
を及ぼさない設計。

〇 〇 〇 〇
329~
332

〇 その７ ①

１次冷却材補助ポンプは、基礎の高さを
考慮する。

〇 〇 〇 〇 348 〇 その７ ①

溢水が発生しても、原子炉を停止でき、
放射性物質の閉じ込め機能を維持できる
設計。

※ その１３ ②

既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要
※内部溢水に対する防護対象施設が防護
されることをその１３にて説明する

溢水が発生しても停止状態を維持できる
設計。

※ その１３ ②

停止状態の維持に必要な機器は溢水の影
響を受けることはない。また、停止状態の維
持に動的機能は必要ない。
※内部溢水に対する防護対象施設が防護
されることをその１３にて説明する

１次冷却材補助ポンプは、基礎の高さを
考慮するとともに、その電源系統には被
水対策用の防護カバー等を設ける。

〇 〇 〇 〇
348

246-2
〇

その７
その９

①

使用済燃料プールは、給水が容易に行
える設計とする。

36 ＃２ ②
使用済燃料プールは上部開放型のため、
容易に給水することが出来る

設備周辺には堰等の段差を設ける。 ※ その１３ ②

管理区域の境界に適切な段差を設ける。 ※ その１３ ②

②

②

②

②
旧設置許可申請書（添八方針26）から変更
なし

〇 〇 〇 ②

164

＃５、
反応度制御
盤の一部更

新

②
＃５添付計算書Ⅲ-2-1に示したとおり、イン
ターロック回路を設けてある

②
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

②
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

〇 〇 〇 350 その７ ①

〇 〇 〇 350 その７ ①

〇 〇 〇 350 その７ ①

②

②

②
旧設置許可申請書（添八方針4）から変更
なし

②
旧設置許可申請書（添八方針4）から変更
なし

〇 〇 〇 ②
旧設置許可申請書（添八方針10）から変更
なし

②
旧設置許可申請書（添八方針10）から変更
なし

②

②

43 ＃１０ ②
水炉安全審査指針7
旧設置許可申請書（添八方針7）から変更
なし

第１３
条

異常な過渡変化及び設
計基準事故の拡大防止

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

燃料体等の取扱施設及
び貯蔵施設

③ 既設設備

【燃料体の貯蔵及び取
扱い】

35
366

＃７ ②

水炉安全審査指針40
旧設置許可申請書（添八方針39）から変更
なし
＃7未使用燃料貯蔵設備にて認可済み

42
367
368

＃７ ②

水炉安全審査指針40
旧設置許可申請書（添八方針39）から変更
なし
＃７使用済燃料貯蔵ラックにて認可済み

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

36 ＃２ ②

水炉安全審査指針40
旧設置許可申請書（添八方針39）から変更
なし
使用済燃料プールは＃２で認可を受けてい
るが、その遮蔽能力は＃７添付計算書にて
説明している

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

【燃料体の臨界防止】 ③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

○ ○ ○ ③ 保安規定に定められている

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要

　　　　　　　　凡例 考慮不用

新規設工認申請

また、使用済燃料プールで1年以上冷却した使用済み燃料は、使用済
燃料貯槽室の使用済燃料貯槽No.1及び燃料管理施設の使用済燃料
貯槽No.2の使用済燃料貯蔵ラックに貯蔵する。

既設設備の設計で満足するため、新たな対
応は不要
※施設の構造上、管理区域外へ漏えいす
ることはないことをその１３にて説明する

解析及び評価を、「水炉安全設計審査指針」「気象指針」等に基づき実
施し、要件を満足する設計とする。

第１６
条

燃料体の貯蔵設備及び取扱設備は、原子炉建家、使用済燃料貯槽
室、燃料管理施設及び使用済燃料貯蔵施設（北地区）に設ける。

未使用燃料の貯蔵容量は、燃料の交換時に必要となる燃料体数を考
慮し十分余裕を持たせた容量とする。

使用済燃料の貯蔵容量は、燃料交換時に取り出される燃料及び通常
運転時に炉心に装荷されている燃料体数を考慮し十分余裕を持たせ
た容量とする。

燃料取扱設備は、移送操作中の燃料要素落下防止について考慮を
払った設計とする。

使用済燃料プールの遮蔽壁面及び底部については、コンクリート壁に
よる遮蔽を施すとともに十分な水深を持たせた設計とする。

使用済燃料プールはプールに貯蔵した使用済燃料からの崩壊熱を十
分除去できるように設計する。また、使用済燃料プール水に含まれる
固形状及びイオン状不純物を除去し、プール水からの放射線量が十分
低くなるように浄化設備を設ける。

使用済燃料プールは、冷却水の喪失を防止するため十分な耐震性を
有する設計とするとともに、配管等に十分な安全対策を考慮した設計と
する。また、内面はステンレス鋼でライニングし漏えいを防止する。
なお、プール水位監視のための水位低警報設備を設ける。

使用済燃料の貯蔵容量は、使用済燃料貯槽No.１及びNo.２並びに使
用済燃料貯蔵施設（北地区）の施設による貯蔵能力を考慮した設計と
する。

燃料体の貯蔵設備として未使用燃料貯蔵庫及び使用済燃料プールを
設ける。

使用済燃料プール中の使用済燃料貯蔵ラックは、設備容量分の燃料
を収容しても実効増倍率は 0.95 以下であるように設計する。

使用済燃料プール及び貯蔵ラックは、地震時に破損しないよう十分な
耐震性を有する設計とし、燃料要素どうしが互いに接近しないようにす
る。

未使用燃料は、未使用燃料貯蔵庫の未使用燃料貯蔵ラックに貯蔵す
る。

未使用燃料貯蔵ラックは、燃料要素の間隔を十分にとり実効増倍率が
0.95 以下になるように設計する。

使用済燃料貯槽ＮＯ．２については、共用によって原子炉の安全性を
損なうことのない設計とする。

第１１
条

安全避難通路

避難通路、避難口を設ける。ＤＢＡ時に対応に必要な通路を確保する。

中央制御室、避難通路等には、標識、保安灯、誘導灯を設ける。保安
灯、誘導灯は内部電池、蓄電池により給電し、電源喪失でも機能を失
わない設計。

中央制御室の保安灯はＤＢＡ時にパラメータの監視が可能な設計とす
る。

第１２
条

安全施設

重要度別の信頼性を確保する。

重要度が特に高い安全機能を有する設備については、多重性又は多
様性及び独立性を有する設計とする。

ＤＢＡ時等において予想される温度、圧力、静的荷重あるいは動的荷
重に対して十分余裕をもって耐えられ、その機能が維持できるように
設計する。
運転中の放射線、腐食等による材料の損耗、劣化あるいは特定の変
化等についても考慮して設計する。

原子炉の核特性～を考慮して、運転期間及び停止期間を定めるととも
に、

停止期間において安全施設の健全性が適切な方法により試験、検査
が行えるよう設計する。

原子炉施設内部で発生が想定される飛散物（高圧ガス等を内蔵する
容器、弁及び配管の破断、高速回転機器の破損、ガス爆発、重量機
器の落下等によって発生する飛散物）により健全性が損なわれないよ
う、その配置、機器の設計、製作等に際し配慮する。

飛散物による二次的影響（二次的飛散物、火災、溢水、化学反応、電
気的損傷、配管の破損、機器の故障等）についても考慮する。

第１０条 誤操作の防止

制御盤の配置意及び操作器具、弁等の操作性に留意する。

原子炉施設の状態が正確かつ迅速に把握できる計器表示及び警報
表示

保守点検において誤りを生じにくいよう留意する。

制御棒位置指示計を設ける。

運転員は、位置指示計を監視しながら所定の手順で制御棒の操作を
行う。

制御棒は３本以上同時に引き抜きができないインターロックを設ける。

想定される環境条件下で運転員が容易に操作できる設計とする。

ＤＢＡ時等において、運転員の操作を期待しなくても安全機能が確保さ
れる設計

火災影響の軽減

消火設備

第９条 溢水による損傷の防止等

溢水対策

管理区域外漏えい対策
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へ

①　新規要求（設工規則）で新規設工認必要
②　新規要求（設工規則）だが新規設工認不
用（許可、既往設工認、保安規定で対応可）
③　要求変更（設工規則）なし既往設工認で
確認または保安規定で対応
④　要求変更（設工規則）なしだが許可方針
に従い新規設工認必要

保

安

規

定

評

価

具体的な設計

申

請

回No.

水炉安全審査指針8

水炉安全審査指針9
旧設置許可申請書（方針8,28,29）から変更
なし

水炉安全審査指針4
旧設置許可申請書（添八方針5）から変更
なし

JRR-3　許可基準規則への対応と後段規制の関係
設置変更許可申請 設工認申請 保安規定

後

段

で

の

対

応

許可申請書での説明

備考

設計、説明



後段対応区分

第５条 津波 ○ ○ ○ ○ ○ その１０ 例
【燃料体取扱場所のモニ
タリング】

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対応
は不要

○ ○ 38 その１３ ①
警報回路についてその１３で申請する
水炉安全審査指針40
旧設置許可申請書（添八方針39）から変更なし

216 ＃５ ②
水炉安全審査指針42
旧設置許可申請書（添八方針41）から変更なし
＃５でエリアモニタは認可を受けている

安全保護回路
【安全保護回路の過渡時
の機能】

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対応
は不要

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対応
は不要

【安全保護回路の設計基
準事故時の機能】

138
139
143
144
145

＃５ ②

水炉安全審査指針31
旧設置許可申請書（添八方針27）から変更なし
＃５に安全保護回路が作動する条件が記載さ
れており、事故を検知し自動的に原子炉停止
系統及び工学的安全施設の作動を行うことが
記載されており、既設設備で満足するため、新
たな対応は不要

【安全保護回路の多重
性】

2
138
139
141
143
144
145

＃５ ②

水炉安全審査指針28
旧設置許可申請書（添八方針28）から変更なし
＃５第１編計測制御系統施設(Ⅰ)に安全保護
回路の多重性(1 out of 2）について示されてお
り、既設設備で満足するため、新たな対応は不
要

【安全保護回路の独立
性】

109
375

＃５ ②

水炉安全審査指針29
旧設置許可申請書（添八方針29）から変更なし
＃５に安全保護系の計装が各チャンネル間及
び他の回路と電気的、物理的に分離しているこ
とが記載されており、既設設備で満足するた
め、新たな対応は不要

【安全保護回路の故障時
の機能】

〇 〇 〇 352 その１０ ①　②

（１）～（３）はすべて旧許可申請書方針30の記
載であるが、（３）の安全保護回路の物理的分
離のうち、建家貫通部に関しては新たに分離
設備を設けるため、設工認申請を行う。

【安全保護回路の外部か
らの分離】

② 核物質防護規定で対応済み

【安全保護回路と計測制
御系統との分離】

②
水炉安全審査指針33
旧設置許可申請書（添八方針31）から変更なし

109 ②
水炉安全審査指針33
旧設置許可申請書（添八方針31）から変更なし

反応度制御系統
【反応度制御系統の安全
機能】

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対応
は不要

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対応
は不要

【制御棒の最大反応度価
値】

4
146
148
149
150
163
164
165

②

水炉安全審査指針15
旧設置許可申請書（添八方針24）から変更なし
制御棒が下方に抜け出ない設計になっている
ことについては＃５に図が示されている。また、
過度の反応度印加率とならないように設計され
ていることについては、＃５添付計算書制御能
力についての説明書に記載されており既設設
備の設計で満足するため、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対応
は不要

③
既設設備の設計で満足するため、新たな対応
は不要

〇 ③
既設設備の設計で満足するため、新たな対応
は不要

〇 〇 〇 353 その１ ①

〇 ③

〇 〇 〇 〇 201 〇 その１０ 〇 ①

② 許可時に説明済

　　　　　　　　凡例 考慮不用

新規設工認申請

第２３条 保管廃棄施設

本原子炉施設から生ずる放射性固体廃棄物は、可燃性又は不燃性に
分けて金属製の廃棄物容器等により汚染拡大の防止措置を講じた上
で、保管廃棄施設である廃棄物保管室及び廃棄物保管場所に一時的
に保管廃棄し、表面の線量当量率を確認した後、本研究所放射性廃棄
物処理場へ引き渡す。

放射性廃棄物の保管によって管理区域境界における外部放射線に係
る線量が、「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等
の規定に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量告示」という。）に
定められた線量を超えないように管理する。

第２２条 放射性廃棄物の廃棄施設

放射性気体廃棄物廃棄設備の設計に際しては、原子炉の運転に伴い
周辺環境に排出する放射性気体廃棄物による原子炉周辺の一般公衆
の被ばく線量を合理的に達成できる限り低減できる設計とし、排気空気
は空気浄化装置を通した後、放射性物質の濃度を監視しながら排気筒
から排出する方法により濃度及び量を低減できる設計とする。

本原子炉施設から生ずる放射性廃液は、施設内の廃液貯槽設備に一
時貯留し、放射性物質の濃度を測定し、排水基準値以下のものは排水
し、これを超えるものは本研究所放射性廃棄物処理施設へ運搬して処
理する。

廃液貯槽からの漏えいの検出のため、漏えい検知器を設ける。

本原子炉施設では放射性固体廃棄物の処理は行わず、本研究所の放
射性廃棄物処理場へ運搬して処理又は保管廃棄を行う。

第１９条

反応度制御系統としては、制御棒の挿入度を制御することによって反応
度を制御する原子炉出力制御設備を設け、十分な反応度制御能力を有
するよう設計する。

当該原子炉出力制御設備は、実験物等による反応度変化、零出力から
全出力までの反応度変化の調整、キセノン濃度変化、１次冷却材温度
変化及び燃料の燃焼に伴う反応度変化の調整を行える設計とし、所要
の運転状態に維持できるように設計する。

制御棒は、スクラム状態より下方へ抜け出ることのない設計とする。急
激な反応度添加は、制御棒の連続引き抜きによって起こるが、この場
合には制御棒の引き抜き最大速度及び最大引き抜き本数を制限するこ
とにより、過度の反応度印加率とならないよう設計する。

これら反応度事故に対しては「安全系中性子束高（低設定及び高設
定）」等の信号を設けて原子炉を自動的に停止し、過渡状態を速やかに
終結させ、炉内構造物の損傷に至ることがないように設計する。

第１８
条

中性子束、１次冷却材温度及び流量、原子炉プール水位等を常時
監視するとともに、これらのパラメータについては、必要に応じて適切な
原子炉スクラム設定値を規定する。原子炉の運転中にこれらのパラメー
タがスクラム設定値を超えた場合には、安全保護回路は自動的にかつ
速やかにこれを検知し、原子炉停止系統を作動させて炉心を臨界未満
にし、かつ原子炉停止後の炉心の核分裂生成物による崩壊熱を除去で
きる設計とする。

原子炉停止系統のスクラム遮断器は、たとえ制御棒駆動機構に制御棒
の引き抜きあるいは挿入の信号が入っている場合においても、スクラム
信号が入れば無条件に作動するように設計する。

安全保護回路は、中性子束、１次冷却材温度及び流量、原子炉プール
水位等の安全上重要なパラメータを常時監視するとともに、これらのパ
ラメータの異常によって事故を検知し、原子炉停止系統及び工学的安
全施設の作動を自動的に行う設計とする。

安全保護回路は多重性を有するチャンネル構成とし、チャンネルの単
一故障を想定しても、所定の安全保護機能を失うことがないように“1
out of 2”の設計とする。

安全保護回路を構成するチャンネルは、同一原因で同時に機能喪失を
起こさず、かつ相互干渉を起こさないようにすることとし、次のような措
置を講じる。
(1) 分離装置を適切に配置することにより、一方の系統の故障が他の系
統の機能喪失を招くことがないよう、電気的にも物理的にも独立性を維
持するように設計する。
(2) 検出器からの各ケーブル、電源ケーブルは、独立に各盤に導く。
(3) 各スクラム系の回路は、盤内で独立して設ける。

安全保護回路は、駆動源の喪失に対してフェールセーフの設計をする
ことにより、原子炉を停止できるようにする。
具体的には次のような設計とする。
(1) 制御棒駆動機構の電源喪失や電源回路の断線が起これば、制御
棒は、自動的に落下するようにする。
(2) 原子炉スクラム遮断器操作回路の断線が起これば、不足電圧によ
り、スクラム遮断器が作動するようにする。
(3) 安全保護回路の回路は２回路で構成し、電気的にも物理的にも分
離させる。たとえ、単一故障が起こっても、残りのチャンネルでその機能
を果たすようにする。

安全保護回路は、外部からの侵入防止などサイバーセキュリティが考
慮された設計とするため、外部から切断した設計とする。また、計算機
等を使用する場合は、保守等においてコンピュータウイルスの混入など
に留意する。

安全保護回路と計測制御系統とは、電源、検出器、ケーブル、ケーブ
ル・ルート及び盤等を分離し、計測制御系統の故障によって、安全保護
回路がその機能を失わない設計とする。

安全保護回路と計測制御系統とで検出部及び計測配管等を部分的に
共用する場合は、共用機器又はチャンネルの単一故障により、安全保
護回路の機能が失われない設計とする。そのための信号の分岐箇所に
は、絶縁増幅器等を使用し、これを介して計測制御系統に信号を伝達
することにより、計測制御系統側における故障が対応する安全保護回
路のチャンネルの機能を損なうことのないようにする。また、この絶縁増
幅器等は安全保護回路の機器として分類し、信頼性の高いものとする。

使用済燃料プールには漏えい監視のための検知器を設ける。
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水位監視のため、水位低警報設備を設け、警報を発する設計とする。

使用済燃料プールエリアにはエリア放射線モニタを設け、過度の放射線
レベルに達したときは、警報を発する設計とする。

具体的な設計

申

請

回
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安
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定

下

部

規

定

へ

①　新規要求（設工規則）で新規設工認必要
②　新規要求（設工規則）だが新規設工認不
用（許可、既往設工認、保安規定で対応可）
③　要求変更（設工規則）なし既往設工認で
確認または保安規定で対応
④　要求変更（設工規則）なしだが許可方針
に従い新規設工認必要

JRR-3　許可基準規則への対応と後段規制の関係
設置変更許可申請 設工認申請 保安規定
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後段対応区分

第５条 津波 ○ ○ ○ ○ ○ その１０ 例

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

1
17
23
24
25
251
287
305
306
312
313

②
＃２に遮蔽設計基準について
示されており既設設備で満足
するため、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

○ ③

原子力科学研究所原子炉施
設保安規定第２編第２０条（線
量当量率等の測定）におい
て、管理区域内について週１
回測定し、測定結果を表示す
ることを規定している。

〇 〇
175
239
241

その１３ ④

〇 〇
178
243
244

その１３ ④

〇 〇
178
236

その１３ ④

〇 〇 〇 246 その９ ①　②

非常用発電機、蓄電池につい
ては既設であり、＃５にて認可
済み
静止型インバータ装置につい
てはその９で申請する

〇 〇 〇 246 その９ ①　②

＃５及びその９にて多重性と
独立性は確認でき、その容量
についてはその９の添付書類
にて説明している

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

〇 〇 〇 346 その１ ①

設工認その１（JRR-3内の通
信連絡設備）のページング式
インターホン装置配置図にお
いて、中央制御室と実験利用
設備設置場所（原子炉建家及
び実験利用棟の各所）に設置
していることを示しており、相
互連絡が可能である。

〇 〇 〇 346 その１ ①

〇 〇 〇 347 その１ ①

第３１条 外電喪失時の対策設備等 〇 〇 〇
245～
247

その９ ①　②
その９の添付書類にて説明し
ている

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

〇 〇 〇
245～
247

その９ ①　②
その９の添付書類にて説明し
ている

炉心等
【原子炉の固有な特性】

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

【出力振動の抑制】 ③
既設設備の設計で満足するた
め、新たな対応は不要

　　　　　　　　凡例 考慮不用

新規設工認申請

既設設備の設計で満足するも
のであるが、原子炉建家屋根
の更新後もその機能が維持さ
れていることを性能検査によ
り確認する。

第３０条

非常用電源設備は、外部電源喪失に対して、原子炉を安全に停止し、か
つ停止後の冷却を確保できる設計とする。このため、外部電源が喪失した
場合は、原子炉は自動的に停止し、電源喪失直後の炉心冷却は非常用発
電機及び無停電電源装置より給電される１次冷却材補助ポンプにより行
い、燃料の許容設計限界を超えない設計とする。

非常用電源系は、多重性及び独立性を有し、単一故障を仮定しても、所要
の系統及び機器の安全機能が確保されるための十分な容量及び機能を
有する設計とする。

保安電源設備に係る重要安全施設として、次の設備を選定し、その機能を
維持するために必要な電源として商用電源及び非常用電源系を設置す
る。当該非常用電源系は、非常用発電機及び無停電電源装置で構成し、
十分な信頼度を期待できる設計とする。

第２８条

非常用電源設備は、全交流電源の喪失に備え、原子炉の安全停止、停止
後に監視等の必要な電源を一定時間確保できる設計とする。このため、非
常用発電機から給電ができない場合でも、無停電電源装置からの給電に
より、原子炉の停止状態を確認するための必要なパラメータの監視が一定
時間行える設計とする。

また、長期にわたる炉心冷却は、自然循環によって行える設計とする。

第２９条 実験設備等

実験利用設備は、使用期間中、各構成要素が十分な強度及び耐食性を有
し、その機能が保持されるように設計するとともに、発熱、爆発、変形等に
より、原子炉施設に損傷を与えないように設計する。

実験利用設備は、施設及び照射試料等の損傷、状態変化、移動等によっ
て、原子炉に加えられる反応度変化が、原子炉の許容反応度変化を超え
ないように設計する。

 実験利用設備は、照射試料等を含めその内蔵する放射性物質の量に応
じて適切な設計上の考慮をすることにより、過度の放射能及び放射線の漏
えいが生じないように設計する。

第３２条

原子炉の炉心及びそれに関連する原子炉冷却系は、全ての運転範囲で急
速な固有の負の反応度フィードバック特性を有する設計とする。

原子炉は、出力運転中に何らかの原因で出力が上昇することがあっても、
減速材温度効果、減速材ボイド効果、ドプラ効果等による固有の負の反応
度フィードバック特性により、出力上昇を抑制する設計とする。このうち、減
速材温度効果及びボイド効果は、それぞれ温度上昇及びボイド発生に伴う
減速材密度の変化を介して得られる反応度フィードバックであり、これらが
いかなる状態においても負の反応度フィードバック特性を有するよう設計す
る。

ドプラ効果は、燃料温度の変化に対する反応度変化の割合であり、急激な
反応度増加があった場合も十分な出力抑制効果を有するように常に負に
なるよう設計する。

温度上昇に起因する燃料板の熱膨脹が、ボイド効果と等価な負の反応度
フィードバック効果として添加されるよう設計する。

原子炉の炉心及びそれに関連する原子炉冷却系、計測制御系統並びに
安全保護回路は、燃料の許容設計限界を超える状態となる出力振動が生
じないように、十分な減衰特性を持たせるため、原子炉は、減速材温度効
果、ボイド効果、ドプラ効果等に基づく負の反応度フィードバック特性を有す
る設計とし、負荷変動、反応度変化等の外乱に対し十分な自己制御性を
有する設計とするとともに、高応答の制御系により出力振動を抑制する設
計とする。

人が常時立ち入る箇所については、定期的及び必要の都度サーベイメー
タ
による空間線量率、サンプリング等による空気中の放射性物質濃度及び
床等の表面の放射性物質の表面密度の測定を行い適切な場所に表示す
る。

通信連絡設備等

設計基準事故時又は必要時に、原子炉施設内にいる全ての人々に対し、
中央制御室から指示できるように多様性をもった通信連絡設備を設ける。

設計基準事故が発生した場合においても、施設内の事故現場指揮所と原
子力科学研究所内の現地対策本部との間で相互に連絡ができるよう、多
様性を確保した通信連絡設備を設ける。
なお、施設外の必要な場所との通信連絡は、原子力科学研究所の現地対
策本部から行う。本研究所の通信連絡設備については、共通編に記載す
る。

中央制御室と実験利用設備の設置されている場所とは、相互に連絡がで
きる設計とする。

保安電源設備

第２４条
工場等周辺における直接
ガンマ線等からの防護

原子炉の通常運転時、燃料交換時、保守及び補修時において、放射線業
務従事者等が受ける被ばく線量を、線量告示に定められた線量限度を超
えないようにするのはもちろん、無用の放射線被ばくを防止するような遮蔽
とする。

直接線量及びスカイシャイン線量については、原子力科学研究所内の他
の原子炉施設からの線量も含め人の居住の可能性のある原子力科学研

第２７条 原子炉格納施設

原子炉建家に設ける炉室給気系及び炉室排気系は、建家内を適切な負
圧に維持するように設計する。

放射性物質の放出を伴うような設計基準事故時には、放射性物質の放散
を防止するため原子炉建家の炉室給気系及び炉室排気系の隔離弁を閉
鎖し、非常用排気設備により負圧を維持する設計とする。さらに、負圧維
持のための排気は、フィルタを介し、放射性物質の濃度と放出量の低減化
を図る設計とする。

原子炉建家の漏えい率を、10％／日以下（原子炉建家内負圧約20mm水
柱（196Pa））となるよう設計する。

第２５条 放射線からの従事者の防護

漏えい防止については、高放射能流体を扱う配管の弁については漏えいし
難い構造に設計し、管理区域外への漏出を防止するため、床面にピットを
設け、回収できるように設計する。

換気については、汚染の拡大を防止し、各区域の換気を行うように設計す
る。

遮蔽については、放射線業務従事者の関係各場所への立入り頻度、立入
り時間等を考慮して基準を設け、これに適合するように設計する。また、線
量当量率の高い区域は立入りを制限するよう隔離を行うとともに、この箇
所にある機器の操作は極力自動又は遠隔操作で行う。

放射線業務従事者を放射線から防護するために、放射線被ばくを十分に
監視及び管理するための放射線管理施設を設けた設計とする。このた
め、管理区域に立ち入る者の被ばく管理ができるようにするため、出入管
理室、更衣室、手洗い、シャワー室、ハンドフットクロスモニタ、個人線量計
等を設ける。

放射線管理に必要な情報を中央制御室その他当該情報を伝達する必要
がある場所に表示できる設計とする。このため、原子炉施設内の放射線の
監視のため、放射線エリアモニタを設け、中央制御室で表示及び記録を行
い、放射線レベルが設定値を超えた時は警報を発するようにする。
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許可申請書での説明



後段対応区分

第５条 津波 ○ ○ ○ ○ ○ その１０ 例

③
既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

一次冷却系統設備
【１次冷却系設備の健全
性】

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

【冠水維持設備の機能】
15,17

～
19,76

＃２
＃３
＃４

②

水炉安全審査指針22
旧設置許可申請書（添八方
針32）から変更なし
＃４にサイフォンブレーク弁
が設置されている位置が示
されており、燃料の冠水を維
持できる位置であることが確
認できるため、新たな対応は
不要

15 ＃２ ②
水炉安全審査指針22
旧設置許可申請書（添八方
針32）から変更なし

〇 〇 117-2 その１３ ③、④

制御室に運転員が滞在して
いる間は既設設備の設計で
満足するため、新たな対応
は不要だが、原子炉停止時
における原子炉プール水位
監視を制御室外で行うのた
めの警報設備に関してその
１３で申請する

15,17
～

19,76

＃２
＃３
＃４

② 旧設置許可申請書（添八方
針33）から変更なし

【冠水維持設備からの漏えい検出】 ③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

48
56
59
58
78

＃４ ②
水炉安全審査指針24
旧設置許可申請書（添八方
針36）から変更なし

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

76
143

＃４
＃５

②

旧設置許可申請書（添八方
針36）から変更なし
サイフォンブレーク弁は＃４、
作動回路は＃５で認可済み

第３５条 最終ヒートシンクへの熱輸送設備 56~59 ＃４
＃７

②

既設設備の設計で満足する
（２次冷却系設備は＃４、冷
却塔は＃７にて認可済み）た
め、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

　　　　　　　　凡例 考慮不用

新規設工認申請

崩壊熱除去設備は、崩壊熱及び残留熱を冷却塔を介して最終的な熱の
逃がし場である大気へ輸送できる設計とする。

第３６条 計測制御系統施設

計測制御系統施設は、通常運転時に起こり得る運転条件の変化及び外
乱に対して監視及び制御が行えるようにする。原子炉の炉心、冠水維持
設備及びその関連系統の健全性を確保するために、重要なパラメータ
である起動系、線形出力系、対数出力炉周期系、安全系、１次冷却材流
量、１次冷却材炉心出口温度、１次冷却材炉心出入口温度差、重水温
度、重水流量、重水溢流タンク水位、原子炉プール水位及び燃料事故
モニタを適切な範囲に維持制御し、監視できる設計とする。

計測制御系統施設は、原子炉建家及びその関連系統の健全性を確保
するために、重要なパラメータである原子炉建家の負圧を適切な範囲に
維持制御し、監視できる設計とする。

 計測制御系統施設は、設計基準事故時に事故の状態を知り対策を講じ
るために必要なパラメータである起動系、線形出力系、対数出力炉周期
系、１次冷却材流量、１次冷却材炉心出口温度、１次冷却材炉心出入口
温度差、重水温度、重水流量、重水溢流タンク水位、原子炉プール水位
及び燃料事故モニタを十分な測定範囲及び期間にわたり監視及び記録
できる設計とする。

さらに、原子炉建家内の空気中の放射性物質の濃度等については、サ
ンプリングによって測定できる設計とする。

原子炉プール水の水位を監視するための警報を設ける。

冠水維持設備は、その機能を失うことがないよう、設計、製作、据付け
及び検査を通じて高い品質を維持するとともに、運転条件に対して、十
分余裕をもって耐え得るように設計する。

冠水維持設備は、漏えいを検出できるような構造に設計する。

溶接部からの漏えいがあった場合には、これを細管で集めて検出するよ
うに設計する。また、冠水維持設備の貫通部には、漏えい検出器を適切
に配置し、貫通部からの漏えいが検出できる設計とする。

第３４条 残留熱除去設備

核分裂生成物の崩壊熱は、原子炉停止直後においては１次冷却材熱交
換器により除去し、２次冷却材を介して大気放出する設計とする。また、
崩壊熱が十分低下した後は、原子炉プール水の自然循環により冷却で
きる設計とする。

商用電源喪失時に際しての崩壊熱除去は、１次冷却材補助ポンプによ
り行う。また、崩壊熱が十分低下した後は、原子炉プール水の自然循環
により冷却できる設計とする。

１次冷却材流出に際しての崩壊熱除去は、原子炉プール水位確保のた
めの工学的安全施設であるサイフォンブレーク弁を作動させるとともに、
自然循環により冷却できる設計とする。

第３３条

１次冷却系設備は、燃料の冷却を行うために必要な冷却材を喪失しな
いように設計するとともに、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及
び設計基準事故時において、適切な炉心冷却能力を有する設計とす
る。

１次冷却系設備は、重要度分類に応じて、設計、製作、据付け及び検査
を実施し、運転条件に対して、十分な余裕を持って耐え得るように設計
する。

冠水維持設備は、燃料の冷却を行うために必要な冷却材を喪失しない
よう十分な耐震性を有する設計とする。また、冠水維持設備を形成する
配管には、燃料の冠水を維持できる位置にサイフォンブレーク弁を設
け、冷却材の喪失を防止できる設計とする。

 冠水維持設備のうち原子炉プール内面は、ステンレス鋼でライニングす
ることにより、原子炉プール水の漏えいが生じないようにする。

また、出力振動が生じても、それを確実にかつ容易に検出して抑制し、
必要に応じて安全保護回路を作動させることにより、燃料許容設計限界
を超えない設計とする。

原子炉の炉心は、燃料要素、制御棒（フォロワ型燃料要素付）、反射体
要素、中性子計装系等で構成し、研究用原子炉の運転経験、試験及び
実験の結果等に基づき、十分安全な構造設計を行う。

また、原子炉冷却系統施設、計測制御系統施設は、通常運転時、運転
時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、燃料を冷却する
ために必要な冷却材流量を確保するよう設計する。

保

安

規

定

原子炉の炉心及びそれに関連する１次冷却系設備、原子炉停止系統、
計測制御系統、安全保護回路等は、通常運転時及び運転時の異常な
過渡変化時において燃料の許容設計限界を超えないように、次の方針
を満足するように設計する。
(1) 最小DNBR 1.5以上であるように設計する。
(2) 燃料板最高温度は、燃料芯材のブリスタ発生温度未満であるように
設計する。
(3) 燃料板は、有意な変形が生じないよう設計する。
(4) 通常運転時には炉心内のいかなる点においても、１次冷却材に沸騰
を起こさないように設計する。

なお、炉心の状態を監視し、上記の条件を超えるおそれのある場合に
は、安全保護回路の動作により、原子炉を自動的に停止するように設計
する。

燃料要素は、原子炉内における使用期間中、各構成要素が十分な強度
を有し、その機能を保持するとともに、他の炉心構造物の機能に影響を
及ぼさないように設計する。

燃料要素は、放射線、熱、荷重及び水力学的影響を十分考慮した設計
とし、機械的及び熱的に十分安全であるようにする。また、燃料板は、通
常運転時及び運転時の異常な過渡変化時においても、燃料板に生じる
温度変化、化学的変化、照射効果等を考慮してもその健全性が失われ
ないように設計する。

燃料要素は、輸送及び取扱時に燃料要素に加わる荷重に対して十分な
強度を有し、燃料要素としての機能が保持されるよう設計する。
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①　新規要求（設工規則）で新規設工認必要
②　新規要求（設工規則）だが新規設工認不
用（許可、既往設工認、保安規定で対応可）
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確認または保安規定で対応
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評
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JRR-3　許可基準規則への対応と後段規制の関係
設置変更許可申請 設工認申請 保安規定
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許可申請書での説明



後段対応区分

第５条 津波 ○ ○ ○ ○ ○ その１０ 例

③
既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③
既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

〇 〇 〇 173 その１３ ④ 既設設備

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

〇 〇 〇 225 その１ ― 許可書に従い設工認申請

③ 既設設備の設計で満足する
ため、新たな対応は不要

〇 〇 〇 225 その１ ― 許可書に従い設工認申請

第４０条 Ｂ－ＤＢＡ拡大防止 〇 〇 〇

349
349-2
349-3
314
315

その１２ 〇 ①

　　　　　　　　凡例 考慮不用

新規設工認申請

文書名 申請番号　（申請日） 認可番号　（認可日）

＃１ JRR-3の改造（その１） 60原研19第10号（S60.6.26） 60安(原規)第91号（S60.8.2）

＃２ JRR-3の改造（その２） 61原研19第5号（S61.1.29） 61安(原規)第4号（S61.3.31）

＃３ JRR-3の改造（その３） 61原研19第12号（S61.5.16） 61安(原規)第78号（S61.8.20）

＃４ JRR-3の改造（その４） 61原研19第24号（S61.9.11） 61安(原規)第147号（S61.11.25）

＃５ JRR-3の改造（その５） 61原研19第35号（S61.12.26） 61安(原規)第218号（S62.4.6）

＃６ JRR-3の改造（その６） 62原研19第22号（S62.5.25） 62安(原規)第122号（S62.7.31）

＃７ JRR-3の改造（その７） 62原研19第30号（S62.8.28） 62安(原規)第223号（S63.1.5）

＃８ JRR-3の改造（その８）
＃９ JRR-3の改造（その９） 63原研19第20号（S63.3.16） 63安(原規)第68号（S63.5.12）

＃１０ JRR-3燃料管理施設の
設置

59原研19第14号（S59.3.27） 59安(原規)第70号（S59.4.20）

＃１１ JRR-3使用済燃料貯蔵
施設の設置

55原研19第12号（S55.7.10） 55安(原規)第156号（S55.8.6）

設計基準事故より発生頻度は低いが、敷地周辺の一般公衆に対して過
度の放射線被ばく（実効線量の評価値が発生事故当たり5mSvを超える
もの）を与えるおそれがある事故について、事故の拡大を防止するため
に必要な措置を講じる。

第３９条 監視設備

原子炉建家内雰囲気の監視は、通常運転時及び運転時の異常な過渡
変化時には室内ダストモニタ及び室内ガスモニタによって連続的に行
い、設計基準事故時は原子炉建家内の空気をサンプリングすることに
よって放射性物質の濃度等を知ることができるとともに原子炉建家内の
空間線量率を知ることができる設計とする。

また、原子炉施設の周辺監視区域の監視はモニタリングポストにより空
間線量率を測定し、設計基準事故時における迅速な対応のためのモニ
タリングポストの必要な情報を伝達する多様な手段を確保した設計とす
る。

放射性物質の放出経路については、排気筒からの放出を監視できるモ
ニタリング設備を設置するほか、必要箇所をサンプリングできる設計とす
る。なお、設計基準事故時にも監視できるモニタを設置する。

モニタリングポストには非常用電源設備を設置する。

第３８条 原子炉制御室等

中央制御室は、原子炉及び主要な関連施設の運転状況並びに主要パ
ラメータが監視できる設計とする。このため、原子炉施設の健全性を確
保するために必要なパラメータである起動系、線形出力系、対数出力炉
周期系、安全系、１次冷却材流量、１次冷却材炉心出口温度、１次冷却
材炉心出入口温度差、重水温度、重水流量、重水溢流タンク水位、原
子炉プール水位、燃料事故モニタ及び原子炉建家の負圧を監視できる
ように設計する。

中央制御室は、安全性を確保するために急速な手動操作を要する場合
には、これを行うことができるよう、手動停止スイッチを設ける。

また、冷却設備の操作を手動により行うことができる設計とする。

中央制御室外の適切な場所から、原子炉の停止操作及び原子炉の状
態監視ができる設計とする。このため、何らかの原因により中央制御室
にとどまることができない場合には、中央制御室外の適切な場所に設け
た中央制御室外原子炉停止盤により、原子炉の停止が行える設計とす
る。

また、実験利用設備に異常が生じた場合にも、原子炉を停止するため
の安全スイッチを原子炉建家内に設ける設計とする。

第３７条 原子炉停止系統

原子炉停止系統は、燃料の許容設計限界を超えることなく炉心を臨界
未満にできる２つの独立した系を有する設計とするため、原理の全く異
なる２つの独立の系統である「制御棒系」及び「重水ダンプ系」を設け
る。制御棒系は、個々の制御棒に対して独立性をもたせた設計とする。
重水ダンプ系は、制御棒が挿入不能の場合に、原子炉を停止できる機
能を有する設計とする。

原子炉停止系統の少なくとも１つは、通常運転時及び運転時の異常な
過渡変化時において、燃料の許容設計限界を超えることなく、炉心を臨
界未満にでき、かつ臨界未満を維持できる設計とするため、制御棒の挿
入により、原子炉を未臨界にできるように設計する。また、制御棒の挿
入により反応度変化を制御し、かつ燃料温度変化及びキセノン濃度変
化に対しても、十分な反応度停止余裕を維持できるように設計する。

 制御棒は、最も反応度効果の大きい制御棒１本が完全引き抜き位置の
まま固着して挿入できない時でも、十分な反応度停止余裕を持つように
設計する。

原子炉停止系統の少なくとも１つは、設計基準事故時において、炉心を
臨界未満にでき、また、原子炉停止系統の少なくとも１つは、炉心を臨界
未満に維持できる設計とする。このため、想定される設計基準事故時に
おいて、原子炉スクラム信号による制御棒の挿入により、炉心を臨界未
満に維持できるように設計する。

原子炉停止系統と反応度制御系統で共用する制御棒系の故障を考慮
して、原子炉停止系統はそれぞれ独立した制御棒系と重水ダンプ系を
設置する。
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①　新規要求（設工規則）で新規設工認必要
②　新規要求（設工規則）だが新規設工認不
用（許可、既往設工認、保安規定で対応可）
③　要求変更（設工規則）なし既往設工認で
確認または保安規定で対応
④　要求変更（設工規則）なしだが許可方針
に従い新規設工認必要

保

安

規

定

評

価
No.

JRR-3　許可基準規則への対応と後段規制の関係
設置変更許可申請 設工認申請 保安規定
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許可申請書での説明

JRR-3改造時設工認

主な申請施設等

原子炉建家、実験利用棟
原子炉プール躯体
炉心構造物

燃料取扱設備

燃料管理施設

使用済燃料貯蔵施設（北地区）

冷却系統施設
計測制御系統施設
気体、液体廃棄設備
燃料取扱設備

※アルミナイド燃料の申請のため現在は関係なし


